



教育学研究科 生涯教育専攻 博士後期課程 長 谷 川 誠
1.は じめ に


























現状 と課題を把握 しなが ら、今後の展望につい
て検討 してい くことを目的 とする。











































































図1大 学 進 学率 推移
出 展:文 部 科 学 省 統 計 情 報 学 校基 本調 査 よ り筆 者 作 成



























表1こ れ までの高等教育計画 について
高等教育の計画的整備に 昭和61年 度 以 降の 高等 平成5年 度以降の高等教 平成12年 度 以 降 の高 等
計 ついて 教育の計画的整備につい 育的整備 につ いて 教育の将来構 想について
画
名








後期:昭 和56年 ～61年 度
18歳 人口がおお むね150 18歳 人 口 が平成4年 に 18歳 人 口 が急減 し規 模 18歳 人 口 が減 少 し規模
万人～160万 人台で推移 ピークに達するこ とを踏 の縮小が見込まれる時期 の縮小が見込まれる時期
す るとともに、進学率が まえ、質 的充 実 と併 せ恒 においては従来の よ うな においては計画的な整備
停 滞傾向 にあ ることを踏 常的定員 と期 間 を限 った 計画的な整備目標の設定 目標 を設定する ことは適
基
まえ、量的充実 より質的 定員(臨 時定 員)増 に よ は適 当でないこ とか ら、 切 でないことか ら全体規
本 充実を推進 る量的充実を推進 全体規模 の想定 を行 い、 模の試算 を行い、 これ に
方 これに基 づいて施策 を実 基づ いて施策 を実施。大
針
施。大学等 の新増設及 び 学等の全体規模及び新増
定員増 については原則抑 設 につ いては抑制的に対
制 。抑 制外 としては、社 応。抑制の例外 と して扱
会的要請等に配慮 われてきた事項につい て
はある程度弾力化
収容力等の面での地域間 大都市への大学等の新増 大都市への大学等の新増 大都市への大学等の新増
格差 を是正 するため、大 設の抑制 を継続 し、地方 設 の 抑 制 を継 続。 た だ 設 の抑制 を継続。ただ し
地 都市への大学等の新増設 にお ける整備 を中心 に実 し、首都圏、近畿 圏及 び 大都市部の大学等の自由
域
配 を抑制 し、地方 における 施 中部圏以外の政令指定都 な発展等 を阻害す ること
置 整備を中心に実施 市について は、これまで の ないよう、 ある程度弾





図218歳 人 口 と大 学 短 大 志 願 者 率 の 推 移
出 典:文 部 科 学 省 「学 校基 本 調査 デ ー タ」 か ら筆 者 作 成














205万 人をピークに平成15年 には140万 人台へと
10年 間で大きく減少した。
一方、昭和60年 頃まで35%前 後で停滞 してい
た大学進学率は、それを補うかのように平成5
年には40%に 突入し、平成15年 には49%ま で達
するなど急激に上昇した。現在では50%を 超え
2人 に1人 は大学へ進学する時代 となった。次
に、定員充足率 をみると、(図3参 照)平 成18

















































図4は 平成18年 度私立大学の志願倍率 と定員
充足 を表したものであるが、定員充足率が高い

































図4平 成18年 度私立大学 志願者倍 率
出典:文 部科学 省大学入試室調べ 「平成19年 度大学 入学者選抜協議会















図5平 成18年 度私立大学 推薦入試及びAO選 抜入学率
出典:文 部科学省大学 入試 室調 べ 「平 成19年 度 大学入学者選抜協議会
大学入試関係資料」P11の データを基 に筆者 が作成













層の15%以 下であれば 「エ リー ト型」、15%～
50%を 「マス型」、50%を 超えると 「ユニバー





ての目的が 「知識 ・技能の伝達」から 「新 しい
広い経験の提供」へ変化 し、高等教育機関の特

























































































32.3%と 前回の28.9%よ り3.4ポイン ト増加 し、











学教育サービス(商 品)を 構成する 「製品(教


































動ができる(選 択の余地が大 きい)に もかかわ
らず、学歴の世代間関係には、職業階層の世代





















































































































































































意味であ り、新たに担 うべ き役割 といえよう。
【注 】
1)小 林雅之 「高 等教育 の地方分散 化政策 の検 証」
『高等教 育研 究第9集 』 玉川大学 出版部2006年
114頁
2)私 立大学等 に対す る国か らの助 成 につ い て も、
大学数 の増加 によ り1校 あ た りの経常 費補助 金
の配分 は減少傾 向にあ る。 また、大学改 革 に関
す る諸事 項 の推 進 な どの 項 目に対す る査 定 が
年々厳 し くな り、それ に合 わせ た傾 斜配 分 的色
彩 が濃厚 になっている。(黒 羽亮一 『戦後大学 政
策の展 開』玉川大学 出版部2001年278頁)
3)そ の後 、官 立5校(東 京 ・仙 台 ・京都 ・金 沢 ・
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等教 育政策 の結果 とい え、国家 に よる高 等教 育
機 関の量 的拡 大が進 め られ てい くこ とに なる。
私立大学の現状と課題 一地方配置による教育の機会均衡を視点に一
(猪俣歳 之 「日本 にお ける高等教育関連政策 の展
開 一 高等教 育機関の地方立地 に関す る政策 を中
心 に一」『東北大 学大学 院教 育学研究科研 究年報
第54集 ・第2号 』2006年138頁)
4)こ の大 学令 は大学 制度 を柔軟化 し、多 様な大学
が設立 され展 開 して い く制度 的基 盤 をつ くった
とも指摘 される。(同 上141頁)
5)T.J.ペ ンペル(橋 本鉱 一訳)「日本 の高等教育政
策 決定 のメ カニズ ム」玉 川大学 出版2004年
178頁
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学出版2004年54頁
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館出版社2007年115頁
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社会 学研 究第79集 』 日本教 育社 会学会2006年
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して 「私 立大学 にお ける奨学金 ・学 費制度 の多
様化 に関す る全 国調査」 を実施 した
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